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環境ビジョン ２ 

安全・安心・快適なまち 

子どもからお年寄りまで、すべての人が日々健やかにくらすことのできる生活 

環境は、持続可能な地域社会を実現するための基盤となる重要な要素です。 

   本市は、東海地震、東南海・南海地震といった予測される大地震に係る地震防 

災対策強化地域や推進地域に指定※されており、効果的･効率的な被害軽減策が求 

められています。さらに事業活動、家庭生活等に伴う公害苦情等の未然防止体制 

の強化を行う必要があります。そのためには、地域が一体となり、早急かつ的確 

に行わなければなりません。 

   また、地球環境問題の深刻化により、自動車利用に係る環境負荷の低減や公共 

  交通システムの向上といった交通政策にも取り組む必要があります。 

   これらは、奥三河地域の都市拠点としての市街地整備、尐子高齢化対策、交通 

  安全や防犯対策等のまちづくりと連動して行うことで、環境面だけでなくまちの 

賑わいや地域の活性化へと進展していきます。 

   わたしたちは、災害に強く、公害のない、地域だけでなく地球にとっても『安 

全・安心・快適なまち』を創造し、将来世代に引き継いでいきます。 

※大規模地震対策特別措置法および東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法で指定されている 

 

１ 防災 

●災害対策 

【防災体制の連携強化】 

《消防力の強化》 

「消防組織」 

①常備消防力の強化 

消防資機材の整備、増強や備蓄を進め、消防力の強化拡充に努めています。 

また、消防職員の増員も年次計画に盛り込み、今後も消防施設整備の促進及び広域

消防の推進により消防力の増強に努めていきます。 

②消防団機能の強化 

消防団は、市民に対する火災予防の広報、

地震災害に関する広報、初期消火、救助活動、

常備消防隊に協力しての火災防御、避難勧

告・指示の伝達及び誘導、情報の収集及び伝

達をその任務としています。このため、これ

らの行使に必要な活動資機材の改善、充実を

図るとともに、訓練の実施等により質的向上

を図っています。 
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《広域応援体制の整備》 

地震災害の発生時には、防災関係機関相互の連携が重要であり、県、市の各機関は応

急活動及び復旧活動に関し、各関係機関において相互応援の協定を締結するなど、平常

時より広域的な応援体制の整備を図ることとしています。 

「広域応援協定」 

市域にかかる災害について適切な受援措置を講ずるため、災害対策基本法第67条の

規定により、他の市町村に対して応援を求める場合は、その応援内容についてあらか

じめ相互に応援協定を締結し、実施体制を確立していきます。 

「救援隊等による協力」 

①緊急消防援助隊 

大規模災害の発生時に消防庁長官の判断に基づき、人命救助活動等の消防応援を行

う緊急消防援助隊を充実強化するとともに、実践的な訓練などを通じて消防活動能力

の向上及び受援体制の確立に努めています。 

また、「大規模地震における緊急消防援助隊の迅速出動に関する実施要綱」(総務省

消防庁)に基づく迅速出動を的確に実施できるように、その準備に努めています。 

②広域航空消防応援 

大規模特殊災害が発生した場合において、「大規模特殊災害時における広域航空消防

応援実施要綱」に基づく広域航空消防応援が、円滑、迅速に実施できるように努めて

います。 

③愛知県内広域消防相互応援協定 

愛知県下に大規模災害等が発生した場合において、「愛知県内広域消防相互応援協

定」に基づく消防応援活動が、迅速、的確に実施できるように努めています。 

④愛知DMATによる医療救護活動 

愛知県内外で大規模災害等が発生した場合において、「愛知DMAT設置運営要領」及び

「愛知DMATに関する協定」に基づく医療救護活動が、迅速、的確に実施できるように

努めています。 

《防災学習ホール》 

消防防災センターの１階に「防災学習ホール」が整備され、平成20年４月から一般市

民向けにオープンしました。この防災学習ホールは、市民の皆さんが自分の住む地域、

そして「我が家」が災害時にどのような状況に置かれるのかを学び、災害への備えを日

常生活で実践するきっかけを提供しています。 

  

新城市消防防災センター（平井地内）           防災学習ホール 
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【地域自主防災の推進】 

大地震が発生した場合は、交通機関などの途絶により防災関係機関の防災活動が遅れ

たり、阻害されたりすることが予想されます。このような事態において被害を最小限に

とどめ災害の拡大を防止するには、平素から住民による自主防災組織において、火災予

防、初期消火、被災者の救出救護、避難などを組織的に行うことが重要です。 

また、自主防災組織の活動は、東海地震に関連する情報の正確な伝達、混乱の発生防

止などについても大きな役割を果たすものと考えられます。このため市は、住民による

自主防災組織の育成に努めるとともに、地域の施設及び事業所並びに公的団体等と有機

的な連携を図ります。その際、女性の参画の促進に努めることや、いざという時には、

日ごろからの地域の防災関係者の連携が重要なため、自主防災組織及び防災関係機関な

どのネットワーク化の推進に努めています。 

《自主防災組織の活動》 

自主防災組織は、地域の実情に応じた防災計画に基づき、平常時、警戒宣言発令時及

び災害発生時において効果的に防災活動を行うよう努めています。 

市内全行政区に自主防災会が149団体組織され、地域に密着した活動が展開されていま

す。それぞれの防災会では、防災会長、防災専門員を中心として防災訓練や災害備蓄品

の整備などを実施しています。過去の大規模災害の例を見ても、自主防災会の果たす役

割は重要であり、特に救助活動、災害時要援護者の安否確認などの初期対応にはなくて

はならない存在です。 

「自主防災会の役割」 

自主防災会は大規模な災害が発生した場合に、地域住民の救出救護、消火活動等の

応急活動を実施するばかりでなく、日ごろから防災啓発や、防災点検、災害時要援護

者対策などを実施し地域の防災力向上を推進しています。 

「自主防災会各班の働き」 

自主防災会では、防災会長、防災専門員を中心に消火班、情報班等の班が編成され

ており、組織的な防災活動が図られています。 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

炊きだし訓練の様子               消火訓練の様子 

 

《新城市防災ボランティア登録制度の活用》 

市は、大規模な災害が発生し、応急対策に必要な人員が不足した場合に備え、あらかじ

めボランティアによる被災地支援の意思のある個人またはグループを募集し「新城市防災

ボランティア」として登録し、災害時における物資の輸送・整理、避難者の生活支援、避

難所の管理・運営補助、給食・給水サービス、災害時要援護者への支援などの協力を要請

します。 
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《防災ボランティアコーディネーター》 

大規模な災害が発生したとき、市が設置するボランティア支援本部で各地から駆けつけ

たボランティアの受け入れを行い、支援を必要としている被災者のニーズ（求めているこ

と）を把握し、適材適所へボランティアを派遣する「被災者とボランティアのパイプ役」

です。 

《新城市防災ボランティアの会》 

設立：平成15年４月 

会員：消防団ＯＢで組織されている３団体と、アマチュア無線の会、個人会員等 

会員数：120人 

活動内容：①演習訓練 

     ②各種防災セミナー受講 

     ③被災地での支援活動 

 

◇平成22年度新城市防災ボランティアの会事業実績 

 月 日（曜日） 会   場 事   業   名 

１ ３月３０日（火） 消防防災センター 第１回役員会 

２ ４月２３日（金） 消防防災センター 第１回定例会 

３ ９月１６日（木） 消防防災センター 第２回役員会 

４ 10月２３日（土） 名古屋港防災センター 視察研修 

５ 11月 ６日（土） 消防防災センター 

第１回演習訓練 

内容：ボランティア支援本部の立上げ及び運営

等に関する模擬演習 

６ 11月２８日（日） 新城市立巴小学校 

新城市地震防災訓練 

内容：ボランティア支援センター 

設営・運営訓練 

７ １月２８日（金） 消防防災センター 第３回役員会 

８ 

 

２月２７日（金） 

 

田原市渥美文化会館 

消防防災センター 

豊川市文化会館 

防災セミナー 

講演：「転ばぬ先の災害情報収集と避難」 
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２ 公害 

●公害等の未然防止 

【公害を未然に防ぐ体制強化と連携】 

《公害苦情等の状況》 

平成22年度の公害・苦情等の申し出件数は125件ありました。件数の内訳は、不法投棄

が一番多く39件、次いで水質汚濁が29件でした。（参考：平成21年度－野焼き23件、不法

投棄20件）また、典型７公害のうち水質汚濁に関するものは29件あり、その内訳は特に

緊急を要する油の流出などによるものでした。 

市域が広い本市においては、豊川や矢作川の上流域としてすばやい対応を行う横断的

な組織体制の強化に努めています。 

◇公害・苦情等発生件数（平成22年度） 
公 害 苦 情 の 種 類 件 数 公 害 苦 情 の 種 類 件 数 

典
型
７
公
害 

大気汚染 18 
典
型
７
公
害
以
外 

不法投棄 39 

水質汚濁 29 害虫等の発生 4 

土壌汚染 7 野 良 猫 0 

騒  音 5 野生動物等の保護 1 

振  動 0 そ の 他 13 

地盤沈下 0   

悪  臭 9 小  計 57 

小  計 68 合  計 125 

《騒音・振動に係る届出》 

生活環境の保全、人の健康の保護の観点から、特定施設（著しい騒音・振動を発生する

施設を設置する工場又は事業場）の設置及び特定建設作業（著しい騒音・振動を発生する

作業）の実施については、騒音規制法、振動規制法及び県民の生活環境の保全等に関する

条例に基づく届出が必要です。法律による届出の対象地域は、新城地区が該当します。 

特定施設の設置届出 

◇騒音に係る特定施設（平成22年度） 

施 設 の 種 類 
法     律 県  条  例 

設置 変更 総数 設置 変更 総数 

1 金属加工機械   166   219 

2 空気圧縮機械等 1 15 361 77 28 644 

3 土石用破砕機等   3   17 

4 織機   6   0 

5 建設用資材製造機械   3   8 

6 穀物用製粉機   61   0 

7 木材加工機械   75   45 

8 抄紙機   0   0 

9 印刷機械   9   5 

10 合成樹脂用射出成形機 7 2 25   12 

11 鋳型製造機   9   0 

12 ディーゼル・ガソリンエンジン － － － 11 2 84 

13 送風機および排風機 － － － 35 23 336 

14 走行クレーン － － －   15 

15 洗びん機 － － －   0 
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16 真空ポンプ － － － 6 5 25 

施 設 の 合 計 8 17 718 129 58 1,410 

工 場 等 の 実 数 1 0 108 18 5 187 

 

◇振動に係る特定施設（平成22年度） 

施 設 の 種 類 
法     律 県  条  例 

設置 変更 総数 設置 変更 総数 

1 金属加工機械   223   154 

2 圧縮機および冷凍機 1 7 208 80 28 706 

3 土石用破砕機等   9   21 

4 織機   0   12 

5 コンクリートブロックマシン等   4   1 

6 木材加工機械   4   0 

7 印刷機械   7   1 

8 ゴム練用ロール機等  12 31 4  8 

9 合成樹脂用射出成形機 7 2 31 7  18 

10 鋳型製造機   10   0 

11 穀物用製粉機 － － －   0 

12 ディーゼル・ガソリンエンジン － － － 11 2 78 

13 送風機および排風機 － － － 35 65 503 

施 設 の 合 計 8 21 527 137 95 1,502 

工 場 等 の 実 数 1 0 74 18 5 162 

 

特定建設作業の届出 

◇騒音に係る特定建設作業（平成22年度） 
施 設 の 種 類 法 律 県条例 

1 くい打機等を使用する作業 9 4 

2 びょう打機を使用する作業 0 0 

3 さく岩機を使用する作業 10 26 

4 空気圧縮機を使用する作業 12 21 

5 コンクリートプラント等を設けて行う作業 0 0 

6 バックホウを使用する作業 45 0 

7 トラクターショベルを使用する作業 1 0 

8 ブルドーザーを使用する作業 18 263 

9 建造物を動力・火薬等で解体・破壊する作業 － 1 

10 コンクリートミキサー等を使用する作業 － 155 

11 コンクリートカッターを使用する作業 － 11 

12 ディーゼルエンジン原動機を用いる作業 － 0 

13 ロードローラー等を使用する作業 － 212 

合     計 95 693 

  

◇振動に係る特定建設作業（平成22年度） 
施 設 の 種 類 法 律 県条例 

1 くい打機等を使用する作業 11 2 

2 鋼球を使用して破壊する作業 0 0 

3 舗装版破砕機を使用する作業 2 0 

4 ブレーカーを使用する作業 29 16 

合     計 42 18 
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《悪臭関係工場等の届出》 

悪臭を発生させる工場等は、県民の生活環境の 

保全等に関する条例により、毎年悪臭物質の排出 

状況などについて届出をすることになっています。 

 

《悪臭防止法に基づく規制方式および規制地域の 

変更》 

 市では、これまで悪臭防止法による規制を分析 

機器により測定する「物質濃度規制」によって行 

ってきましたが、近年生活様式が変化し、物質濃度規制では効果が現れない複合臭等の悪

臭原因物質への対応が求められるようになりました。そこで、平成21年３月１日から、悪

臭の規制方法を人間の嗅覚を用いて測定する「臭気指数規制」に変更しました。また、こ

れに併せて、規制地域を旧新城地域から市内全域としました。 

（臭気指数規制とは） 

 臭気指数規制は、近年の悪臭苦情に対応した規制として平成７年に導入され、人間の嗅

覚を用いて悪臭の程度を臭気指数として数値化したものです。具体的には、試料を臭気が

感じられなくなるまで希釈したときの希釈倍数（臭気濃度）の対数値に10を乗じた値です。 

（規制地域の区分） 

土地の利用状況や悪臭に対する順応性を考慮して、規制地域を３つに区分します。 

地域区分 内     容 区    分 

第１種地域 
専ら住居の用に供されている地域のよう

な悪臭に対する順応の見られない地域 

第１種低層住居専用地域 
第２種低層住居専用地域 
第１種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 
第１種住居地域、第２種住居地域 
準住居地域 

第２種地域 
第１種地域と第３種地域の中間に位置す

る地域 
近隣商業地域、商業地域 
準工業地域 

第３種地域 
主に工業の用に供されている地域 

その他悪臭に対する順応の見られる地域 

工業地域、工業専用地域 
市街化調整区域 
都市計画区域外の地域 

（規制基準） 

 規制基準は、規制地域の区分及び採取地点である敷地境界線(１号基準)、気体排出口(２

号基準)、排出水(３号基準)の３点でそれぞれに各基準が定められています。なお、気体排

出口及び排出水の規制基準は敷地境界の基準をもとに定めています。 

地域区分 臭気強度 
第１号規制基準 
敷地境界線上 

第２号規制基準 第３号規制基準 

第１種地域 2.5 12 ※ 28 

第２種地域 3.0 15 ※ 31 

第３種地域 3.5 18 ※ 34 

※悪臭防止法施行規則第６条の２に定める方法により算出 
 

 

◇平成 22年度の届出状況 
施 設 の 種 類  届出件数 

畜産農業 

豚房施設 6 

牛房施設 27 

鶏 飼 育 8 

うずら飼育 1 

小  計 42 

ゴム製品製造業 2 

し尿処理施設 1 

ごみ処理場 5 

合   計 50 
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臭気濃度（希釈倍率）と臭気指数の関数 

臭気濃度 臭気指数 臭 気 の 状 態 ※臭気濃度とは、希釈倍率のこ

とをいい、臭気指数は次の数式

で算出します。 
 

臭気指数＝10×Lｏｇ(臭気濃度) 

10 10 ほとんどの人が気にならない 

16 12 
気をつければ感じるにおい 

32 15 

64 18 楽に感知できるにおい 

《環境保全協定の締結》 
新城市は、昭和48年から市内で操業する企業と「公害防止協定」の締結を進めてきまし

たが、市や企業を取り巻く環境も大きく変化してきたため、平成20年度に協定内容の見直

しを行い「環境保全協定」として再締結しました。 

環境保全協定は従来の公害防止協定に「地球温暖化防止」や「周辺住民とのコミュニケ

ーション」などを盛り込み、環境汚染の未然防止及び環境保全に関する活動の推進に取り

組むことを目的としています。 

◇ 環境保全協定締結事業所（平成22年度末現在） 

公 害 防 止 協 定 締 結 事 業 所 名 地区 業     種 

株式会社大紀アルミニウム工業所 新城工場 新城 非鉄金属再生業 

横浜ゴム株式会社 新城工場 新城 ゴム製品製造業 

バルカーセイキ株式会社 新城 非鉄金属・金属製品製造業 

株式会社トンボ鉛筆 新城工場 新城 事務用品製造業 

コマツハウス株式会社 新城 鋼鉄製構造物製造業 

日本特殊パイプ株式会社 新城 金属製品製造業 

株式会社育良精機製作所 愛知新城工場 新城 電気部品加工業 

光田屋株式会社 新城 洗濯業 

中部鍛工株式会社 新城 鍛造製品製造業 

サミット昭和アルミ株式会社 新城工場 新城 非鉄金属再生業 

共和レザー株式会社 新城工場 新城 車輌用レザー製造業 

セッツカートン株式会社 新城 ダンボール紙製造業 

夏目金網工業株式会社 新城 鋼鉄製構造物製造業 

株式会社相原製作所 新城 金属製品製造業 

藤光工業株式会社 新城 木材・木製品製造業 

新東工業株式会社 新城製作所 新城 一般産業用機械装置製造業 

スミリン農産工業株式会社 新城工場 新城 有機培土・肥料製造業 

株式会社エヌシーシー・ファクトリー 新城 自動二輪車車関連部品製造業 

株式会社イノアックコーポレーション 八名事業所 新城 自動車関連部品製造業 

中部丸筒株式会社 新城工場 新城 丸・角紙管製造業 

大森木材株式会社 新城工場 新城 建築用木製組立材料製造業 

三菱電機株式会社名古屋製作所 新城工場 新城 電動機製造 

三共アグロ株式会社 新城工場 新城 農業薬品製造 

イズテック株式会社 新城工場 新城 荷役運搬機械器具製造業 

株式会社大仙 新城工場 新城 金属製品製造業 

オーエスジー株式会社 新城工場 新城 金属製品製造業 

オーエスジー株式会社 八名工場 新城 金属製品製造業 

株式会社イノアックコーポレーション 新城事業所 新城 自動車関連部品製造業 

BASF INOAC ポリウレタン株式会社 本社工場 新城 化学工業実験 

株式会社シンシロケーブル 新城 電線ケーブル製造業 

横浜ゴム株式会社 新城南工場 新城 ゴム製品製造業 

三河材流通加工事業協同組合 新城 木材流通 
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株式会社新晃製作所 新城ＡＤ工場 新城 工業用パッキン製造 

宇都宮工業株式会社 新城工場 新城 住宅部品製造業 

知多産業運輸株式会社 新城 倉庫保管業 

株式会社アイセック 新城 家庭科教材製造販売業 

株式会社 動研 新城 自動車部品等製造業 

株式会社 ホウセン 新城 産業用機械設計・製作業 

山崎産業株式会社 新城 回転機械のメンテナンスとクレーンの製造 

ユアサ工機株式会社 新城 金属加工 

株式会社マテリアル新城 作手工場 作手 非鉄金属再生業 

株式会社 高木製作所 作手 自動車関連部品製造業 

大高精工株式会社 新城 金属製品製造業 

株式会社ケンメイ 新城 事業用鋼管製造業 

株式会社マテリアル新城 本社工場 新城 二次合金製造業 

《新城市クリーンセンターおよびその周辺のダイオキシン類調査》 

市では、クリーンセンターからの排気ガスと焼却灰を埋立て処理する有海埋立処分場、

クリーンセンター周辺地区において、ダイオキシン類調査を実施しています。 

「調査地点」 
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「調査状況」 

単位（TEQ=毒性等量） 

土壌：pg‐TEQ／g 大気：pg‐TEQ／㎥ 水質：pg‐TEQ／㍑ 底質：pg‐TEQ／g 

調査項目 

・地点 

環境

基準 

測        定        値 

稼動前 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

土 

 

 

 

 

 

壌 

№1 

1,000 

3.1   6.1     9.5   

№2 2.3    0.34     2.3  

№3 2.5   11.0     4.2   

№4 6.0 3.3     8.1     

№5 5.4 2.2     2.1     

№6 0.65    0.32     2.6  

№7 4.7 2.3     5.5     

№8 13.0     8.5     19.0 

№9 2.6   0.72     0.8   

№10 18.0     12.0     16.0 

№11 1.8    1.6     2.4  

№12 4.2  5.4     5.3    

№13 3.5  5.1     7.5    

大 気 0.6 0.035 0.16     0.014     

水 質 1.0 0.028  0.076     0.067    

底

質 

樋田川 
150 

0.15   0.83     1.4   

豊 川 0.04 0.076  0.083     0.28   

 

◇クリーンセンターのダイオキシン類検査結果                  TEQ=毒性等量 

 

 

排ガス（ng‐TEQ／㎥N） ばいじん※1（ng‐TEQ／ｇ） 焼却灰※2（ng‐TEQ／ｇ） 

１号炉 ２号炉 １号炉 ２号炉 １号炉 ２号炉 

基準値 5 5 3 3 3 3 

H13 0.018 0.020 0.15 0.16 0.014 0.00019 

H14 0.00012 0.000021 0.33 0.80 0.00022 0.00064 

H15 0.00054 0.0000043 0.086 0.23 0.00012 0.00044 

H16 0.051 0 0.16 0.23 0.0002 0 

H17 0.000014 0.000016 0.52 0.16 0.0015 0.00090 

H18 0.0000063 0.0056 0.12 0.12 0.00043 0 

H19 0.0013 0.00033 0.89 0.06 0 0 

H20 0.00081 0.0032 0.080 0.052 0 0 

H21 0.022 0.0059 0.060 0.48 0.00000096 0.000014 

H22 0.00013 0.0024 0.19 0.17 0.00024 0.000038 

※１：バグフィルターで捕集された灰（一般的には「飛灰（ひばい）」と呼ぶ） 

※２：ストーカーに残った灰（一般的には「燃え殻（もえがら）」と呼ぶ） 

 

◇有海埋立処分場ダイオキシン類測定結果 

基準値 放流水：10pg‐TEQ／㍑以下 

 地下水： 1pg‐TEQ／㍑以下                  ※単位：pg‐TEQ／㍑（TEQ=毒性等量） 

 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

放流水 0.00073 0.00012 0.000075 0.000040 0.00015 0.00098 0.000040 0.018 0.00014 

地下水1 0.00029 0.051 0.051 0.057 0.065 0.022 0.093 0.038 0.014 

地下水2 0.56 1.0 0.062 0.29 0.069 0.026 0.12 0.045 0.018 
 

 H22         

放流水 0.000009         

地下水1 0.062         

地下水2 0.33         
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【意識の高揚】 

《河川水質汚濁緊急対策》 

市内の河川等における水質汚濁事故発生に伴い、市民及び豊川下流域の人の健康及び生

活環境の保全並びに自然・生態系への影響等に重大な支障をきたさないよう適切な措置を

効果的に進めるため、関係各課相互の連絡調整を図ることを目的とした「新城市河川等水

質汚濁緊急対策要綱」並びに「新城市水質汚濁対策連絡会」を設置しています。 

 

「新城市河川等水質汚濁緊急時連絡網」（平成22年４月１日現在-毎年更新） 
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３ 生活空間 

●まちづくり交通政策 

【公共交通機関の利用促進】 

《新城市地域公共交通総合連携計画》 

市では、総合計画で目指すまちの将来像「市民がつなぐ 山の湊 創造都市」を支える

公共交通づくりのため、既存路線の維持というこれまでの考え方を改め、市民にとって

満足度の高い、新たな公共交通システムの構築に向けて本気で取り組むことを念頭に、

「新城市地域公共交通総合連携計画」を策定し、平成20年度から22年度の３ヵ年をかけ

て地域公共交通活性化・再生総合事業により実証運行の実施や運賃・ルートの見直し等

を行い、利用者目線に立った路線の構築を図ってきました。 

『連携計画の目標』 

市は、これまでの既存バス路線の維持を基本とした方針を改め、より住民にとって利

便性が高く、かつ効率的な公共交通を作りあげるため、６つの推進ポイントを着実に実

行することで、住民に親しまれ、住民が支え、住民にとって便利な公共交通網を構築し

ます。 
 

１ 運行形態・路線網の検討  ４ バス関連施設の整備 

２ ニーズの把握と反映    ５ 地域・利用者の参画 

３ 利用しやすい料金体系   ６ 積極的な情報提供 

『連携計画の計画期間』 

計画期間は10年間（平成20年度から平成29年度）とし、計画の実現を目指します。 

『協議会の設置』 

法定協議会として位置づけた「新城市地域公共交通会議」を設置しています。 

《新城市地域公共交通会議・協議内容》 

１ 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様および運賃・料金等に関する事項 

２ 新城市が運営する有償運送の必要性および旅客から収受する対価に関する事項 

３ 新城市の公共交通政策の推進に関する事項 

４ 交通会議の運営方法その他交通会議が必要と認める事項 

《共通回数券対象路線の拡充》 

 新城市地域公共交通会議で協議した結果、中宇利線と吉川市川線の運賃を平成22年４月

１日から200円に統一し、また10月1日からは作手線の運賃をそれまでの距離制からゾーン

制とし、Ｓバス共通回数券の利用を可能としました。この回数券は200円のチケットが６枚

綴りで1,000円（100円６枚綴りは500円）と、１回乗車分お得です。車内販売や商工会との

連携により買物カードでの引き換えを始めたこと等で、回数券の売り上げは伸びています。 

 

 

 

 

 

 

新公共交通システム推進の６つのポイント 
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《ラッピングバス》 

平成21年度は、鳳来地区の塩瀬線に鳳来西小学校の児

童全員の絵を、また平成22年度には新城地区の北部線に

バス通学をしている東郷東小学校児童の絵をラッピン

グしました。鳥や魚、地域の歴史を描くなど乗ることが

楽しくなるバスになりました。作手地区の守義線、つく

であしがる線とあわせて４台のラッピングバスが市内

を走っています。どのバスも地元のみなさんに親しまれ、

子どもたちの通学や高齢者の通院・買い物に活躍してい

ます。 

 

●防犯対策 

【犯罪を未然に防ぐ環境整備】、【防犯組織・体制づくり】 

“安全・安心して快適に暮らすことのできるまちづくり”を行うためには、私たちのま

ちづくりに対する“自覚と行動”が必要です。また、市民や各事業所、市等がそれぞれ協

働して、積極的に取組みを行うことが不可欠です。 

このため、市ではその実現に向け、しんしろ安全・安心で快適なまちづくり条例に基づ

いて、市民・事業所・市等の行動主体ごとの取組事項・取組方向を示した、「しんしろ安全・

安心で快適なまちづくり行動計画」を作成しました。この行動計画に沿って“市民総ぐる

みのまちづくり運動”を展開していきます。 

《取組項目》 

（安全・安心なまちづくり） 

１ 犯罪の防止に関すること 

２ 地域防犯力の向上 

３ 犯罪が起きない生活環境づくり 

４ 子どもの安全確保 

５ その他安全・安心なまちづくりに関すること 

（快適なまちづくり） 

１ ごみのポイ捨て等の防止に関すること 

２ ペット（動物）の適正な管理に関すること 

３ 喫煙者のモラルに関すること 

４ 空地および空家の適正な管理に関すること 

５ 落書き等の防止に関すること 

６ その他快適なまちづくりに関すること 

《落書き消っし隊による快適なまちづくり》 

市内の国・県道および市道のよう壁や地下道のほか

公共トイレなどの公共施設には、心無い人達によりス

プレーペンキなどによる落書きが行われています。 

こうした悪質な落書きは、市民や市を訪れた方々に

不安や不快感を与えるとともに、地域犯罪への結びつ

きが懸念されています。 

市では、安全・安心なまちづくり事業の一環として、

北部線ラッピングバス 

青パト隊 

落書き消っし隊 
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このような落書きの消去を自主的に行っていただくボランティアを募集したところ大勢の

方々から応募をいただきました。 

この落書き消っし隊の活動により、市内の公共施設への落書きは大変尐なくなりました

が、まだまだ後を絶ちません。安全で快適な環境を保つため、落書き消っし隊の活動はこ

れからも続けていきます。 

 

《こども110番バス》 

市では、安全・安心なまちづくり事業の一環として、

児童等の安全確保を目的として市内を走る路線バス

および市営バス等を活用した「こども110番バス」を

平成20年度から運行しています。 

このバスには、正面および乗車口に「こども110番

バス」であることをシールで表示し、児童等が身に危

険を感じたときに助けを求めたり、運転手が必要と判

断したときは、バス内に児童等を一時的に保護して警

察に通報するなどの措置がとられます。 

《放置自転車への対応》 

最近市内の駅周辺などには自転車が乱雑に駐輪さ

れ、中には長期間放置されているものもあります。放

置自転車は安全な通行の妨げになるばかりでなく、防

災や都市景観などの面からも社会問題となっていま

す。 

◇放置自転車の状況 

平成 22年中撤去台数  29 台 

駅 名 野田城 新 城 茶臼山 三河東郷 大 海 長篠城 本長篠 三河大野 三河川合 

撤去台数 6 5 4 1 1 2 8 1 1 

内盗難車 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

《地域安全灯設置費補助制度》 

地域住民の交通安全対策、防犯対策を積極的に推進し、

地域の安全を確立することを目的として、地域安全灯を

設置する行政区に対し補助金を交付しています。この補

助制度は、毎年度当初に地域安全灯設置予定数の調査に

より設置を希望する行政区に対し、予算の範囲内で補助

金を交付するものです。 

（平成 22年度の実施状況） 

○補助金交付額  2,255,000円 97灯（48行政区） 

○対象事業    行政区が事業計画に基づいて行う地域安全灯整備事業 

○補助率・限度額 地域安全灯１灯当たり５万円を限度として、事業を実施するために 

必要な工事費の２分の１を補助 

 


